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○はじめに 

  バスは、大都市、地方、過疎地を問わず、地域社会を支える重要なサ

ービスを担っている。地方部では高齢者や学生など地域住民の貴重な足

として、都市部では通勤等の交通手段として、引き続き重要な役割を果

たしており、さらには、高齢化や地球環境問題などに対応していくため

に、バスに期待される役割は、今後ますます高まっていくものと考えら

れる。 

 ところが、元気のあるバス会社も見られる中で、バス会社の経営環境

は総じて苦しく、運賃を据え置く会社が多い中、輸送人員の減少によっ

て収入が減少し、一方で、人件費等のコストカットも限界に近く、これ

に加え軽油価格の高騰等のコスト増によって、バス事業は赤字となって

いるケースが多く、経営破綻や路線撤退に追い込まれている会社も少な

くない。 

 これまでは、公共交通機関として、地域の住民の輸送需要に必要なサー

ビスを提供するという役割を中心にバスを捉えがちであったが、バス会社

が置かれている現下の厳しい経営環境にかんがみ、ここで、バスを産業と

しての視点から捉えた上で、必要な環境整備、企業としての経営のあり方

を提示し、それを基にした事業運営を行い、公共交通機関としてのバスネ

ットワークを存続、再生していく必要があると考え、国土交通省と(社)

日本バス協会と共同で、「バス産業勉強会」を設置した。 

 バス産業勉強会では、バス事業者へのアンケート（回答２５２社）を

行い、約６ケ月間・計７回にわたり、バス事業者・自治体・有識者から

のヒヤリングを行いつつ、バス産業の現状を様々な視点（経営戦略、経

営資源、路線・便数、運賃、収支構造、他産業との比較、都市と地方、

行政との関わり等）で分析し、バスの産業としての課題を明らかにし、

今後のバス産業の向かうべき方向性を検討してきた。 

  今回の報告書が、バス産業の発展の一助となれば幸いである。 
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１．現状 

（１）概況 

①バスの産業規模は、 

 ・売上高は、乗合バスで約１兆円、貸切バスで約４千億円。 

 ・事業者数は、乗合バスで約５５０社、貸切バスで約４千社。 

 ・従業員数は、乗合バス約９万３千人（うち運転者が約８０％）、貸

切バスで約６万５千人（うち運転者が約６５％）。 

 ・車両数は、乗合バスで約５万８千両、貸切バスで約４万５千両。 

②乗合バスの輸送人員は、昭和４０年代の年間１００億人をピークに減

少を続け、現在は年間４２億人。近年では、首都圏では増加傾向に転

じ、近畿圏・中部圏はほぼ横ばい、その他の地域では引き続き減少。

また、貸切バスの輸送人員は年間約３億人。 

③民間乗合バス事業者のコスト構造は、人件費が約６割、燃料費が約１

割、その他が約３割であり、人件費の大半を占める運転者の年収は、

全産業平均を下回るまで近年低下しておりコストカットも限界となっ

ている。これは、輸送人員の減少により運送収入が減少する中で、平

成１０年頃から始まったデフレ下で運賃改定を見送ってきたため、経

常収支を改善するために、人件費を中心とした経費削減を行ってきた

結果である。 

④平成１９年度の民間乗合バス事業者の経常収支率は、三大都市圏で１

００％、その他地域で９０％。また、三大都市圏の民間乗合バス事業

者（３０両以上保有）のうち、経常黒字となっている会社は４１社、

経常赤字が３５社とほぼ半々。その他の地域では黒字２５社、赤字１

２７社で８割以上が経常赤字となっている。経常赤字の会社は、国・

自治体による補助金や、高速バスや貸切バス、旅行業、不動産等の兼

業部門による内部補填により会社の存続を図っているところが多い。

なお、公営バス事業者は、経営改善を進めているものの、民間に比べ

コストが１．８倍となっていることから、その大半が赤字となってい

る。 

⑤乗合バス事業者の経営は総じて苦しく、近年、会社更生法、民事再生
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法や私的整理の適用、産業再生機構による支援、産業活力再生特別措

置法の活用等を受ける会社が目立ってきているが、これらは、乗合バ

ス事業の不振に加え、不動産部門などの赤字に因るところが多い。 

（２）経営戦略 

①都市・地方共通の経営戦略としては、アンケート及びヒアリング結果

からみると（以下同じ）、「安全・安心なサービスの提供」「顧客満

足度の向上」「黒字体質の確保」「利用者利便の向上」「新規需要の

開拓」等となっている。 

②主に都市部の事業者の経営戦略としては、「リスクコントロールの下

でリターンの最大化」「子会社への管理委託・路線移管」「選択と集

中」「効率的な路線網への再編」「グループ戦略の一環として集客機

能の強化」等となっている。 

③主に地方部の事業者の経営戦略としては、「乗合バスは補助による収

支均衡、高速バス・貸切バスによる収益確保」「採算路線の強化と不

採算路線の廃止・見直し」「自治体との連携の強化（補助、運行受託、

積極的提案）」「路線バスの信頼を他事業に活用」等となっている。 

（３）経営資源 

①要員確保が困難な事業者が、三大都市圏では７２％、政令指定都市等

では６７％、地方部では６１％にも上っている。 

②対応策としては、常時採用募集、大型二種免許養成制度、地域外から

の採用、定年退職者の雇用延長（嘱託採用）となっている。 

③乗合バスの車両構成については、三大都市圏では大型が７５％となっ

ているのに対し、地方部では大型が５６％、中型が３５％となってい

る。 

④乗合バスの車齢については、三大都市圏では５年未満が４６％となっ

ているのに対し、地方部では１０年以上が５９％となっている。また、

三大都市圏では９８％が新車で購入しているのに対し、地方部では２

６％が中古車を購入している。 

⑤車両に対する今後の要望としては、車内事故の起きにくいバリアフリ

ー車両、フルフラット車両、乗車定員の多い車両等となっている。 
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（４）路線・便数・輸送力 

①黒字路線の特徴としては、「双方向の需要がある路線」「鉄道連絡路

線」「通勤・通学路線」「系統距離が短い路線」等となっている。 

②赤字路線の特徴としては、「利用者の減少」「マイカー・自転車利用

の増加」「長大路線」「中心市街地の空洞化」「コミュニティバスや

病院・学校の無料送迎バスとの競合」等となっている。 

③赤字路線であっても維持する理由としては、「地域の足を守る社会的

使命から黒字路線や兼業部門からの内部補助で維持」「自治体の欠損

補助がある」「接続する幹線路線に悪影響を与える」「自治体や地域

との関係から単純に廃止できない」「雇用の維持」「グループの評判

が悪くなる」「他の事業でカバーできる」等となっている。 

④路線・系統を決定する際の判断基準としては、「沿線人口、人口密度、

需要動向」「採算性」「自治体・住民の要望」「病院、学校、スーパ

ー等の立地」「既存路線との相乗効果」「要員・車両の効率的な運用」

等となっている。 

⑤便数・ダイヤを決定する際の判断基準としては、「採算性」「要員・

車両の効率的な運用」「自治体、住民、企業の要望」等となっている。 

⑥利用者ニーズの把握方法としては、「乗降調査」「アンケート調査」

「乗務員・営業所からの報告」「ＩＣカード・バスカード等の乗降デ

ータ」「自治体・学校・企業等との意見交換」等となっている。 

（５）運賃 

①運賃水準を決定する考え方としては、「収支状況」「周辺バス会社と

の協調運賃」「利用者が受け入れ可能な運賃」「利用実態調査に基づ

く」等となっている。 

②自社の運賃水準が低いと考えている事業者は、三大都市圏で８２％、

地方部で６９％、適正と考えているのは、三大都市圏で１７％、地方

部で２６％等となっている。 

③赤字である場合であっても運賃値上げをしない理由としては、「旅客

の逸走が不安」「運賃改定の労力の割に効果が少ない」「利用者の理

解が得られない」「近隣他社や競合他社との兼ね合い」「自治体から
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の赤字補填がある」等となっている。 

（６）収支構造 

①補助金を含めた事業別黒字・赤字の事業者割合は、主に都市部の事業

者（アンケートに回答のあった９３社）は、乗合事業で黒字となって

いるのは約６割の事業者、赤字が約４割。高速・貸切・特定も含めた

バス事業全体で黒字をなっているのは約７割、赤字が約３割。全事業

で黒字となっているのが約８割、赤字が約２割となっている。主に地

方部の事業者（アンケートに回答のあった１４８社）は、乗合事業で

黒字となっているのが約４割、赤字が約６割。バス事業全体で黒字と

なっているのが約５割、赤字が約５割。全事業で黒字となっているの

は約６割、赤字が約４割となっている。 

②バス事業の収益水準について、低いと認識している事業者は、主に都

市部で約８２％の事業者、主に地方部で約９２％の事業者となってい

る。一方、適正と認識している事業者は、主に都市部で約１８％、主

に地方部で約７％となっている。 

③収益改善に向けた経営努力としては、「人件費・経費の削減」「運行

ダイヤやルートの見直し」「事故防止の徹底」「ラッピングバス等の

広告関連部門の営業強化」「貸切バスセールスの営業強化」等となっ

ている。 

④バス事業が赤字である場合に維持する理由としては、「公共交通機関

としての責任」「撤退は地域社会に与える影響が大きい」「社員の失

業を避ける」「グループの基幹産業」「親会社の戦略上」等となって

いる。 

⑤バス事業が黒字である場合の成功要因としては、「人件費・経費削減」

「営業沿線に恵まれている」「乗客のニーズに合致したサービス提供」

「不採算路線の削減・撤退」「高速バス事業等で乗合バス事業の赤字

をカバー」等となっている。 

⑥需要喚起策・集客策としては、「シルバーパス、環境定期等の割引定

期・乗車券」「ホームページの充実」「ＰＲ活動の実施」「ＩＣカー

ド、バスロケーションシステム導入等による利便性向上」「新規の路
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線開設、バス停設置」「運行時間帯の拡大も含めダイヤの見直し」等

となっている。 

（７）他産業との比較 

①乗合バス事業のコスト構造を他の公益事業（鉄道、電力、都市ガス）

と比較すると、人件費の比率が高い。また、乗合バス会社の財務の特

徴は、売上高経常利益率は全産業平均並みであるが、資本効率が低い。 

（８）自治体との関係 

①赤字路線に対して自治体の助成を受けている事業者は、主に都市部の

事業者で約半数、主に地方部の事業者で約８７％となっている。 

②赤字路線に対する自治体の助成の現状は、「補助路線でも収支を賄う

ことができず赤字である」等で、今後の見通しとしては、「自治体の

財政が厳しく補助金の減額や打ち切りが予想される」等となっており、

その場合、事業者は「路線を廃止せざるを得ない」等となっている。 

③コミュニティバスと競合路線を有する会社は、都市・地方ともに約４

割となっている。また、競合している事業者の考え方は、「公正な競

争と言えず、棲み分けや協調が必要」「これ以上のコミュニティバス

の拡大は路線バスの減便・撤退につながる」「競合している路線バス

の減収補填が必要」等となっている。 

④自治体が運営するバスの受託をしている事業者は、主に都市部で４割、

主に地方部で５割となっている。また、受託している事業者が課題と

して考えている点は、「価格重視の入札による過当競争」「年度当初

の契約であり、期中の経費増が認められない」「単年度の契約であり

次年度以降が不確定（乗務員の確保等に問題）」等となっている。 

⑤市区町村と良好な関係を構築している事例としては、「生活交通路線

への支援」「コミュニティバスの運行受託」「各種補助金（福祉乗車

券、バス停上屋、ノンステップバス等）の交付」「市報への路線図・

時刻表の掲載」「路線維持等への理解」となっている。 

⑥市区町村と良好な関係を維持するために努力していることは、「担当

者と密に連絡を取り合い情報を共有」「担当役員が首長と定期的に意

見交換」「自治体主催の会議に積極的に参加し、助言・提案」「会社
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の各種情報の開示」「ダイヤ等の要望を出来る範囲で実現」等となっ

ている。 

⑦市区町村との間の問題及び不満事例としては、「補助路線であっても

自治体の財政事情から十分な補助が得られない」「首長の公約が優先

され、一般路線バスと競合する形でコミュニティバスが運行される」

「これまでの路線維持の実情や貢献を全く考慮せず、価格重視の入札

によりコミュニティバスが委託される」等となっている。 

⑧自治体のまちづくり行政への期待としては、「公共交通を優先したま

ちづくり」「バス事業者の意見を取り入れたまちづくり」「バス利用

促進に向けたリーダーシップの発揮」「バス停の環境整備」「地域交

通問題に本格的に取り組む体制の整備」等となっている。 

（９）国との関係 

①補助制度については、「自治体の協調補助であるので、自治体の財政

状況によって、国の補助を受けられなかったり、補助が十分でない場

合がある」「補助対象・補助要件が限定的」「制度が複雑な上、調査・

申請・報告の作業が煩雑」等となっている。 

②事業行政への期待としては、「公共交通への利用転換の促進」「生活

交通路線に係る運行費補助の拡充」「運賃制度の見直し」「高速バス

の規制緩和」「ツアーバスの規制強化」「悪質な貸切事業者への取締

り等の強化」「地域協議会等における関係者間の調整、自治体への指

導・助言」「各種申請手続き等の簡略化・迅速処理」「先進事例の情

報提供や新しい取組みへのバックアップ」等となっている。 

③警察行政への期待としては、「バス専用・優先レーンの拡大、ＰＴＰ

Ｓの設置」「バス停付近等の違法駐車取締り強化」「駅前ターミナル

等へのマイカー乗入れ規制」「マイカー・自転車・歩行者の交通マナ

ーの啓蒙」等となっている。 

④社会資本行政への期待としては、「バス停の環境整備」「渋滞箇所の

交差点改良、道路拡幅」「バスレーンのカラー舗装」「歩道の拡幅、

バリアフリー化」「除雪体制の強化」「バス事業者の意見を取り入れ

た道路改良」等となっている。 
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⑤労働行政への期待としては、「労働基準法・改善基準告示のバス産業

実態に即した見直し」「悪質事業者の指導取締強化、厳罰化」「運転

者不足への対応」等となっている。 
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２．課題と今後の方向性 

以上のような現状を踏まえ、勉強会で交わされた議論を基に課題と

今後の方向性をまとめると、以下のとおりである。  

（１）産業としての位置付け 

【課題】  

バスは公共交通機関と言われるが、その運営主体は企業であること

から、地域の住民の輸送需要に見合ったサービスを提供する「公共性」

と、営利を目的とした経営判断の「企業性」とのバランスをどう取る

かについてが問題となる。  

そして、企業性に着目した場合、路線バス事業の運営の基本的な考

え方は、どうあるべきか。  

【方向性】  

バスについては、これまで「公共性」の役割が強調され、サービス

の内容や水準に目が向きがちであったが、今後ともバスサービスを維

持していくためには、サービスの提供主体たる企業に着目する必要が

ある。このため、バスを産業として捉え、自立的な運営を行う路線、

補助金を受けて運行する路線、撤退する路線などについて、それぞれ

の企業が合理的な経営判断の下にバス事業を行っていけるような環境

整備を図る必要がある。あわせて、選択と集中や、利用者の利便性の

向上などに向けた、バス事業者自身の意識改革等も望まれる。 

企業性に着目した場合、基本的には、東京、名古屋、大阪の大都市

部においては、バス事業者による「自立運営」を原則とし、行政は走

行環境の整備やバリアフリー化等の公的な助成を行い、都市の中の補

完的な性格の強い過疎路線は「自治体による運行委託的な助成」によ

り運行することが望まれる。地方部においては、バス事業者が利益を

確保できる路線は「自立運営」とするが、「自立運営」が困難な場合

にあっては、赤字の幹線路線は「国と自治体との協調による助成」、

その他の赤字路線は「自治体単独による運行委託的な助成」で、行政

とバス事業者がバスネットワークを維持することを原則としつつ、そ

れが困難な場合には「撤退」や「代替交通手段への速やかな移行」を
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図る必要がある。その際の代替交通手段としては、小型コミュニティ

バスや乗合ジャンボタクシー等も選択肢とし、行政は廃止路線の受け

皿作りについて取り組むことが望まれる。 

（２）経営手法の改善 

【課題】  

産業としてのバス事業には、経営手法の面でいくつかの課題が挙げ

られる。第一に、利用促進策が十分でない会社が見受けられる。また、

利用者のニーズに対し、十分なマーケティングによる路線・系統やダ

イヤの編成を行っていない会社もある。これと関連して、効率的な路

線構成となっておらず、ニーズに応じた柔軟な路線編成をしていない

地域も見受けられる。こうした一連の経営のあり方に対し、バス業界

の自助努力が不足している点も見受けられ、経営の近代化を更に促進

すべきであると考えられる。  

【方向性】  

利用促進を図る前提として、バス事業者自身が、バス会社の企業性

を理解し、「お客様にご乗車いただけるバス」を目指すことが望まれ

る。具体的には、利用者にとって分かり易い運賃・ダイヤとするとと

もに、携帯電話や地上波デジタル放送等を通じてバスの運行情報を手

軽に入手できるようにすることも望まれる。さらに、学生大幅割引定

期、高齢者割引定期、持参人式定期、環境定期等による潜在需要の掘

り起こしも考えられる。 

乗降調査、大口需要者との意見交換、乗務員・営業所からの報告等

に加え、導入が進むＩＣカードのデータを有効に活用すること等によ

り利用者のニーズを把握し、路線・系統・ダイヤを定期的に見直して

いくことが望まれる。また、深夜便や雨天・行事の際の増発等きめ細

かくニーズに対応していくことも望まれる。 

路線構成については、郊外と都市中心部とを結ぶ長距離路線が輻輳

しているような場合には、幹線と支線に再編成し、幹線の増便やパタ

ーンダイヤの設定、支線のきめ細かな運行形態の設定、幹線・支線の

シームレスな乗継ぎ（乗継拠点、接続ダイヤ、割引運賃）等、効率的



 

 - 11 -

になるよう、機動的に見直していくことが望まれる。 

一方、事業者の自助努力も、人件費の削減等は限界に達しているこ

とから、残された数少ないコスト削減項目であるバス車両費用の削減

等に向け、業界としての自助努力と行政のサポートによる「バス車両

の統一」等が望まれる。  

経営の近代化に向けては、ＩＣカードデータ活用、乗降調査等によ

り路線別収支を定期的に把握・分析するとともに、部門毎の収支管理

やキャッシュフロー会計の導入等、きめ細かな経営管理や経営の近代

化をより促進していくことが望まれる。なお、バス会社の経営規模に

ついては、きめ細かくニーズに対応するためには地域に密着したコン

パクトな経営規模の会社がよい側面もあり、購買力の強化等を図るた

めにはグループ化がよい側面もある。 

（３）経営を取り巻く環境の改善 

【課題】  

事業者が経営を行う環境にも、改善を図るべき点が挙げられる。  

バス事業を経営する上での根幹となる運転者の確保については、雇

用情勢の悪化によって最近は改善の兆しが見えるものの、経済状況、

あるいは地域の状況によっては困難が生じている。また、重要な資産

であるバス車両について、現在の車両は利便性が低い部分がある。ま

た、最近は落ち着いているものの、以前に比べ軽油価格が高い水準に

ある。  

こうしたバス事業の経営に直接関わる資源のみならず、制度などの

事業環境も改善を図るべき点がある。運賃制度は、現在、上限認可制

の下で、基準賃率及びその適用方法が決まっているが、これが画一的

であり、事業者の自主性が発揮しにくい。また、その申請手続きが煩

雑で、負担が大きい。さらに、利用者である住民のバスに対する理解

や認識が不足している。移動手段としても、マイカーや自転車との競

争関係にあり、これらを住民が選択することによって、乗客が減少し

ている。また、都市部では道路渋滞によって、バスの定時性が損なわ

れている。 
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【方向性】  

バス事業における待遇に魅力が減退していることが、運転者の確保

が困難になっている一因であることにかんがみ、国は、運転者の待遇

改善等に向けた環境整備を検討する必要がある。また、バス車両につ

いては、事業者と国、車両メーカーが一体となって、フルフラットの

バリアフリー車両を開発等することが望まれる。 

環境問題と経営効率化への対応として、事業者がエコドライブ管理

システム 1やデジタルタコグラフ 2の導入、低燃費車や新車への代替等を

行うことによりＣＯ２削減や燃費向上が望まれる。 

運賃制度については、国は、バス事業者が自主性を発揮し、また、

軽油高騰をはじめとした市場の変化に迅速に対応できるようにするた

め、運賃制度の弾力化や申請手続きの簡素化等を検討する必要がある。 

また、住民に対し、バスはエコで高齢者に優しい交通機関であるこ

とを広く知ってもらうため、行政と事業者が連携して各種の運動を起

こしていくことが望まれる。特に、地方部においては、住民自身が「バ

スをもっと活用する」という強い意識を持つことが期待される。さら

に、バスの認知度の向上と利用促進等のため、事業者と地方自治体が

連携し、バスマップの作成・提供や、ＨＰや検索サイト等を通じたバ

ス情報を提供することが望まれる。  

移動手段としてはバスと競争関係にあるマイカーや自転車も、潜在

的にはバス需要とも捉えることができるが、これらの利用者のバスへ

の転移を促進するために、バス事業者をはじめとした関係者は、バス

の各種・利用促進策を講ずるとともに、都市外縁部では、パーク＆ラ

イド駐車場やサイクル＆ライド駐輪場を設置する等、マイカーや自転

車との共存を図ることも考えられる。 

都市部においては、地方自治体をはじめとした関係者が、バス専用・

優先レーン、ＰＴＰＳ 3等の設置など走行環境の改善及びバスターミナ

                                                  
1  EMS(Ecological -dr ive  Management  System) :運 転 方 法 、運 行 状 況 全 般 を電 子 データ

として管 理 することにより、エコドライブと安 全 運 転 を支 援 するシステム 
2  車 両 の運 行 速 度 ・時 間 等 を自 動 的 にメモリーカード等 に記 憶 する装 置  
3  Publ ic  Transportat ion Prior i ty  Systems：バス等 の進 行 にあわせて信 号 を制 御 する公
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ルやバス停等の整備等を図る必要がある。また、全国各地のＬＲＴ 4構

想が、財政上の理由等により、結果的にＢＲＴ 5構想へと変化していく

地域も多いと思われるため、海外事例も参考にしつつ、ＢＲＴの普及

促進を図る等、国、地方自治体がバスを活かした街づくりを促進する

必要がある。 

（４）国の行政運営の改善 

【課題】  

国の行政運営については、前述のほか、改善すべき点がある。第一

に、国の地方生活交通路線への補助制度が必ずしも十二分ではない。

また、赤字路線であって、事業者が撤退をしたい場合でも、地域協議

会の手続き等に時間を要し、なかなか撤退できない場合がある。さら

に、地域の公共交通のあり方を議論することが期待されている地域公

共交通会議や地域協議会が形骸化し、実質的な議論が行われず、コミ

ュニティバスの導入等のために開催されている。上記のほか、事業行

政、警察行政、社会資本行政、労働行政に対し様々な期待が寄せられ

ている。 

【方向性】  

地方生活交通路線については、国の予算総額の制約の中で、補助要

件の見直し等について検討する必要がある。また、事業者の赤字負担

を増大させないためにも、赤字路線からの撤退に必要な期間の短縮等

を検討する必要がある。地域公共交通会議や地域協議会の場が形骸化

している問題については、地域の交通体系に知見を有し、関係者間の

利害調整を行うべき立場である地方運輸局が、バスを中心とした地域

の最適な交通体系の構築を話し合う場となるよう、地域公共交通活性

化・再生総合事業の積極的な活用も含め、主導的な役割を果たすこと

が望まれる。 

他の行政分野についても、自転車の運転マナーの啓蒙、違法駐車の

                                                                                                                                                                 
共 車 両 優 先 システム 

4  Light  Rai l  Transi t :次 世 代 型 路 面 電 車 システム  
5  Bus  Rapid  Transi t :専 用 レーン等 を活 用 した高 速 輸 送 バスシステム  
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取締り、バス停の環境整備等、バスの事業環境・走行環境を整えるた

めの各種対策を行う必要があり、国・地方を問わず、行政がバス産業

を支えていく必要がある。 

（５）自治体との関係構築等 

【課題】  

特に、地域におけるバス路線の維持、活性化については、自治体の

果たすべき役割は大きい。したがって、事業者と自治体とが良好な関

係を構築することが必要であるが、その上で、いくつかの問題点も挙

げられる。第一に、自治体のバスに対する理解が不足していることが

ある。交通担当部署がなく、バス路線のあり方については事業者任せ

で地域住民の足の確保に無関心である自治体も少なくない。また、路

線を維持するための自治体からの助成も減額される傾向にある。  

一方、近年コミュニティバスは都市・地方を通じて増加中であるが、

コミュニティバスが既存の路線バスと競合することがある。これは、

不公正な競争を惹起し、バス事業の収益を圧迫するのみならず、中長

期的には利用者利益を損なうこととなる。また、コミュニティバスの

事業者が価格のみの入札制で選ばれ、安値入札、安全面に必要な十分

なコストの確保が疎かになる傾向もある。さらに、地域によっては、

病院等の送迎バス、スクールバス、福祉バス等の運行を行っていると

ころがあるが、これにより路線バスの乗客の減少につながっている。

公営交通については、比較的乗客の多い都市部を営業エリアとしてい

るが、経営改善は進められているものの高コスト体質のため概して赤

字となっている。 

【方向性】  

国や業界団体は、自治体に対し、首長から担当者に至るまで、バス

事業に理解を深めてもらうための啓発・ＰＲ活動を積極的に行うとと

もに、各事業者においても日頃より良好な関係を築くための努力をき

め細かく行うことが望まれる。また、バスは地域に根付いた産業であ

り、自治体に対して、事業者はプロとして各種バスサービスを積極的

に提案していくことが望まれる。 
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また、赤字路線については、事業者が、路線別収支を自治体に開示

し、自治体や地域住民が、路線毎に補助金による運行継続か廃止か等

を真剣に検討しなければならない。路線廃止となる場合にあっては、

地域の足の確保は自治体で検討すべき問題となるが、コミュニティバ

ス等の運行を自治体が選択した場合にあっては、バス事業者が積極的

に運行を受託することも選択肢として考えられる。なお、国は、総務

省の特別交付税措置の内容について、改めて地方自治体等関係者に周

知を図る必要がある。 

コミュニティバスは路線バスの補完的な役割を果たす存在であり、

市町村がコミュニティバスを計画する際には路線バスとの実質的な競

合は避けるべきであること、コミュニティバスの委託先は安定的な運

行が可能な事業者とすること、その際、委託費の中で適正利潤の確保

に留意すること等を盛り込んだガイドラインの作成について、国は検

討する必要がある。 

病院の送迎バス等のあり方については、地域において最適な資源配

分を検討し、可能なものから路線バス等に一本化していくことが望ま

れる。 

公営事業者の営業エリアは、低コスト体質の民間事業者にとっては

より効率的な運営が可能なエリアであり、国民経済的な観点からは、

公営事業者は経営情報の公開と民間並みのコスト削減を図ることが望

まれる。その上で、これまでの事例にあるように、運営主体である自

治体において民間移譲することも選択肢として考えられる。 

（６）高速バス・貸切バスの収益改善 

【課題】  

高速バスに類似した、貸切バスを使って都市間を定時運行するツア

ーバスにより、高速バスの収益が悪化している。また、通常の貸切バ

スについても、過当競争による、適正運賃の収受が出来ていないこと

のほか、安全上の問題も指摘されている。 

【方向性】 

国は、ツアーバスとの競争条件を出来るだけ平等にするため、高速



 

 - 16 -

バスの規制緩和を行う必要がある。また、高速バスについては、事業

者や業界において、アライアンスの構築や全国統一的な検索・予約シ

ステムの構築等により、競争力の強化や利用者の選択肢の拡大等が望

まれる。なお、ツアーバスについては、安全運行の確保をはじめとし

て、健全な経営を確保するために、国は必要な方策を検討する必要が

ある。そのためには、発注者たる旅行業者に対しても的確な措置を講

ずることも必要である。 

国は、貸切バスの適正運賃の収受に向けた対策を検討する必要があ

る。また、今後創設される貸切バス安全性評価制度を国をはじめとし

た関係者が普及させることにより、旅行業者や利用者により安全性の

高い貸切バス事業者が選ばれることを通じて、結果的に過当競争の抑

制につながることも期待される。さらには、事業者において、直販の

強化や適正価格受注の営業努力も望まれる。 

（７）持続可能な産業としての自立 

バス会社では部門間の内部補填が行われているが、事業者は、路線

バス事業の赤字を、高速バス・貸切バス事業や関連事業の黒字で補填

する構造を見直す方向を目指し、事業ごとの特性を生かし、高速バス

等伸びる事業は更に伸ばして競争力を高める必要がある。個々の事業

については、まず、路線バス事業については、大幅な運賃値上げは旅

客の逸走を招くため、コストカットも限界に近い中、収益の大幅増は

見込めないものの、選択と集中の考えの下に、上記のような諸対策や

企業行動を積み重ねていけば、都市部・地方部を問わず、路線バス事

業単体での、安定的な収益（補助金を含む）の確保が可能となると考

えられる。また、高速バスや貸切バスについても上記のような諸対策

等を行えば、収益の回復・向上も可能となると考えられる。さらに、

バス事業の経営資源や、バス事業を行うことによる集客機能、広告効

果や信頼を活用し、旅行業や不動産業のような関連事業を運営してい

くことも有効であると考えられ、関連事業については、選択と集中や、

部門ごとのきめ細かな経営管理等によって、バス会社の収益向上に寄

与することが期待される。  
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以上のように、路線バス事業、高速バス事業、貸切バス事業、関連

事業の各部門にわたって収益改善策を講じていくことによって、バス

産業は将来にわたって持続可能な産業としての自立が図られるものと

考えられる。 
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○おわりに 

  今回のバス産業勉強会の報告書では、バス産業の現状を分析しつつ、

バス産業の直面する課題を整理し、今後の方向性を提言した。  

報告書では、バスが今後とも公共サービスを維持していくためにも、

企業として合理的な経営判断の下にバス事業を行っていく上で必要な考

え方、そのための環境整備のあり方が、今後の方向性に示されている。  

また、経営手法の改善をはじめ、経営を取り巻く環境の改善、国の行

政運営の改善、自治体との関係構築、高速バス・貸切バスの収益改善、

持続可能な産業としての自立という各項目において、企業活動のあり方

や行政運営のあり方などの提言を行った。  

今後は、国、自治体、事業者、住民等が、この報告書で提起した「今

後の方向性」に沿って、問題意識をきちんと持った上で、行政運営や企

業活動等を行うとともに、各項目の中で特に具体的な対応策が書き込ま

れている部分も含め、平成２１年度において、更に堀り下げて「バス産

業将来ビジョン策定調査」を行うことを望むものである。  
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（ 付 録 ）  

 

バス産業勉強会 委員名簿 

 

 

 座   長   杉山雅洋  早稲田大学教授   

 委   員    宇佐美暢子 全国地方新聞社連合会会長   

       鈴木文彦  交通ジャーナリスト 

       寺田一薫  東京海洋大学教授  

       中村文彦  横浜国立大学教授  

       堀内光一郎 (社)日本バス協会会長 

       丸山淳一  読売新聞東京本社論説委員  

       廻  洋子  淑徳大学教授      

       屋井鉄雄  東京工業大学教授  

       山内弘隆  一橋大学教授        （委員は５０音順） 

 専門委員  北村公男  神奈川中央交通(株)専務取締役 

       高木 進  西武バス(株)常務取締役 

       岸野吉晃  名鉄バス(株)常務取締役 

             日方 稔    神姫バス(株)常務取締役 

       中尾和毅  西日本鉄道(株)取締役常務執行役員 

       藤井章治   (社 )日本バス協会理事長 

 行政委員  奥田哲也  国土交通省自動車交通局旅客課長 

            松本年弘  国土交通省大臣官房参事官（自動車交通局） 

 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ  本田 勝  国土交通省自動車交通局長 

       稲葉一雄  国土交通省大臣官房審議官（自動車交通局） 

             小林 豊   国土交通省関東運輸局自動車交通部長 

 

 事務局   国土交通省自動車交通局及び(社)日本バス協会 
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（付録） 

 

バス産業勉強会の検討経緯 

 

 

平成２０年 

  １０月 ９日  第１回勉強会 

     ・バス産業をとりまく環境変化とバス産業の現況 

          ・各委員からのバス産業に関する問題意識 

     ・今後の進め方 

 

 １１月１９日 第２回勉強会 

     ・バス産業の経営戦略と経営資源 

          ・ヒヤリング（遠州鉄道㈱、伊予鉄道㈱） 

 

  １２月２５日（木） 第３回勉強会 

     ・路線・便数・輸送力と運賃水準の決定の考え方 

     ・ヒヤリング（岩手県交通㈱、三重交通㈱） 

 

平成２１年 

   １月３０日（金） 第４回勉強会 

     ・バス産業の収支構造と他産業との比較 

     ・ヒヤリング（商工中金、旧産業再生機構、両備ホールディ

ングス㈱） 

 

２月１３日（金） 第５回勉強会 

     ・都市と地方、バス産業と行政 

     ・ヒヤリング（鹿児島県、東京都交通局） 

 

  ３月 ３日（火） 第６回勉強会 

・ヒヤリング（北海道中央バス㈱） 

・報告書骨子の検討 

 

  ３月２７日（金） 第７回勉強会 

     ・報告書のとりまとめ 

 


